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Ⅰ．本稿の課題 

本プロジェクトは海洋安全保障における法の支配の意義と限界を検討課題の一つに据

えていた。本稿はそのことを踏まえて中国の国際法研究者が支持している「海洋中の群島

水域」概念を国際法の観点から検討することを試みるものである。「海洋中の群島水域」

（Mid-ocean archipelago1）とは、国連海洋法条約 47 条の地理的条件を満たさない島嶼群の

外縁に基線を引いたときの内側の水域のことである2。 

中国の研究者らがこの問題について論文を公刊するようになったのは、英語については

2010 年代以降であり、九段線の主張が本格化した時期と重なっている。また、この主張に

ついて政府関係者による言及がなされるようになったのは、2016 年の南シナ海仲裁判決に

おいて、中国が主張していた九段線には国際法上の地位がないとされてからである。周知

の通り、中国は判決が出て以降、公に九段線の主張を行うことは差し控えるようになった。

しかし、その海洋権益の主張において南シナ海の領海を越えた部分についての主張を取り

下げたことはないし、南沙諸島における埋め立ても進行している。 

海洋中の群島水域の議論は「四沙戦略」（Four Shas Strategy）の一部として語られること

がある。「四沙」、すなわちスプラトリー諸島（南沙諸島）、パラセル諸島（西沙諸島）、ス

カボロー礁（中沙）、プラタス諸島（東沙諸島）の領有権については 1992 年の領海及び接

続水域に関する法の中で既に国内法上の根拠が備えられている。また、中国はパラセル諸

島と尖閣諸島については島を囲む直線基線を引いている。これに対して、2017 年 8 月 28・

29日に米中政府間で行われた、「米中海洋及び極地問題年次対話」（U.S.-China Dialogue on 

the Law of the Sea and Polar Issues）の非公開協議において、馬新民・中国外交部条約法律司

副司長が明らかにしたと報道される「四沙」概念3は、領海外の水域についてまで領有権を

主張する点において新規性を有する。そこで本稿では、公表されている論文等を手掛かり

にしてこの概念の国際法上の評価を行う（第 2 章）。なお、本稿はあくまでもスプラトリー

諸島にかかる基線を引くことができるとする見解を内在的に理解することのみを目的とし

ている。一般的に国連海洋法条約の地理的条件を満たさない島嶼群の周囲に基線を引くこ

とができるかという問題については立ち入らない4。 
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Ⅱ．「海洋中の群島水域概念」 

１．国連海洋法条約と「海洋中の群島水域」 

（1）概要 

「群島水域」とは、「群島」の周りに群島基線を引いたときの基線の内側である。国連海

洋法条約上、「群島」とは、島の集団又はその一部、相互に連結する水域その他天然の地形

が極めて密接に関係しているため、これらの島、水域その他天然の地形が本質的に一つの

地理的、経済的及び政治的単位を構成しているか、または歴史的にそのような単位と認識

されていることを条件としている5。 

そして、条約 47 条は、その地理的条件として特につぎのことを定めている。第 1に、群

島基線の内側に主要な島があり、かつ、群島基線の内側の水域の面積と陸地の面積との比

率が 1 対 1 から 9 対 1 までの間のものとなることである。第 2に、群島基線の長さは、100

海里を超えないことである。ただし、いずれの群島についても、これを取り囲む基線の総

数の 3パーセントまでのものについて、最大の長さを 125 海里までにすることができる。 

群島国は群島水域（その上空、海底及びその下、並びにそれらの資源）に対して主権を

有する6。外国船舶は群島水域において無害通航権を有している7。また、領海、接続水域、

排他的経済水域及び大陸棚の幅は、群島基線から測定する8。群島国は航路帯と上空におけ

る航空路を指定することができ、外国船舶は、継続的、迅速かつ妨げられることのない通

過のためのみに通航権を行使することができる9。 

今日、このような群島基線を設定している国は 22 カ国あり10、それらの群島基線は概ね

47条の地理的条件を充足していると評価されている11。 

また、条約 7条は「海岸に沿って至近距離に一連の島（a fringe of is lands）がある場所」

においては、「領海の幅を測定するための基線を引くに当たって、適当な点を結ぶ直線基線

の方法を用いることができる」ことを定める。「海洋中の群島」とここでの「一連の島」を

区別する基準は、本土からの距離である。ただし 7条は「至近距離」を定義しておらず、

その区別は相対的なものにならざるを得ない。 

これに対して「海洋中の群島」は、本土である大陸が存在しているなどして、47 条が定

める水域と陸域の比率要件を満たしていないものを指す。学説上の定義は一貫しないが、

この場合も島嶼群が「一体性」を有していること、言い換えればそれが集団、環礁、ある

いはまとまった地形として把握できることが要件とされる。 

 

（2）スプラトリー諸島における群島水域？ 

近年、この概念が問題になるようになった背景には、中国がスプラトリー諸島の外縁に
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基線を引くことができるかという問題が提起されるようになったという事情がある。 

この点については、2016 年の南シナ海仲裁判決において、国連海洋法条約第 7付属書仲

裁法廷が、次の判断を示している。本件では、仲裁法廷がフィリピンの請求に管轄権を有

するかを判断する際に、スプラトリー諸島の所定の地形が 121 条 1 項の島であるのか 121

条 3項の岩であるのかが問題になった。中国が法廷外で自国はスプラトリー諸島全体に対

して領海、EEZ を設定することができ、大陸棚を有するという見解を示していたため12、

仲裁法廷はその主張が根拠を有するかを検討した。 

まず仲裁法廷は、中国が大陸を有していることから群島国の要件を満たさず、群島基線

を引くことができないことを指摘する。また、フィリピンがスプラトリー諸島全体に基線

を引くことも、陸域と水域の比率要件を充足しないので認められないという。従って、47

条の適用は否定される。 

そして仲裁法廷は、次の理由から条約 7 条をスプラトリー諸島に適用して直線基線を引

くことは条約に違反するという13。まず、7条が規定する地理的条件は、海洋中の群島を含

まない。海洋法条約は 7 条が規定する場合以外に直線基線を引く可能性を排除しないが、

7条の一般的規定と、47 条の条件付き許容規定からは、それ以外の場合における可能性は

排除される。それ以外の解釈は、7条と 47 条の条件を無意味なものにしてしまうからであ

る。またこの規則からの逸脱が、国連海洋法条約の明示的規定からの離脱を許容する、新

しい慣習国際法を形成したという証拠は見当たらないという。 

この判断部分については、ローチ（Ashley Roach）が 2017 年の論文で既に包括的に検討

を行っている14。そこでローチは、海洋中の群島水域を正当化しようとする中国の研究者

の英語論文を批判的に検討し、この判断を覆すような理論が提示されていないと結論づけ

ている。 

もっとも、ローチの検討は中国の研究者の諸論文を時系列に列挙して主にその方法論を

批判するのにとどまっている。また、2018 年に中国国際法学会が南シナ海仲裁判決に対し

て全面的な批判を展開する報告書を公表したが15、その検討もしておく必要があるだろう。

そこで以下ではより内在的にこれらの主張の論理構造を明らかにすることを試みたい。た

だし、本稿の結論はローチのそれと同じく、（1）国連海洋法条約上、海洋中の群島水域を

正当化する根拠はなく、（2）それを正当化する慣習国際法も形成されていないというもの

である。節を改めて敷衍する。 

 

２．「海洋中の群島水域」の法的根拠に対する批判的検討 

英語で書かれている論文は、（1）国連海洋法条約 7条の直線基線を用いることができる
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としているものと、（2）国連海洋法条約とは独立した慣習国際法に基づくとしているもの

に大別することができる（初期に書かれた中国語のものでは、47 条の群島基線が海洋中の

群島水域においても用いることができるというものがあるが16、検討は割愛する）。以下で

は、それらの論文の論旨を簡単に紹介する。 

 

（1）国連海洋法条約 7条（直線基線）を根拠にする論考 

初期に見られた一つの流れは、7 条の直線基線を正当化根拠とする論考である。  

2010 年の姜丽（Jiang Li）と张洁（Zhang Jie）による論文17は、まず、群島水域を定める

条約第 4部は、明文規定は置いていないが、群島国のために特別に設けられたものであっ

て、大陸国には適用されないという18。しかし、第 3次国連海洋法会議において、海洋中の

群島水域に対する見解は多岐にわたっており、第 4部は意図的にこの問題を回避して採択

された。しかし、起草過程からは、群島水域を単一のユニットとみなして、その周辺に直

線基線を引くことまでは妨げられないという19。その上で、李らは南シナ海の島嶼群の周

りに線を引くことができるかを個別に検討している20。特にスプラトリー諸島に関しては、

全体としては広域に過ぎるので、全てを基線で囲むことはできないとしつつ、環礁が近接

している部分については、基線を引くことができるという21。 

2012 年の贾楠（Jia Nan）の論文は、同様に海洋中群島（off-shore archipelagos）の法的地

位は定まっていないとしつつ、それらは国連海洋法条約第 4 部において定まっているもの

ではないという22。次に贾は、第 3 次国連海洋法会議において見解が分かれていたこと、

またその当時の国家実践も多岐にわたっていたことを指摘する23。そこで、贾は大陸国

（continental state）も海洋中群島の外縁の島あるいは岩を結ぶ直線基線を引くことができ

ること、領海が陸に緊密に依存していることが常に基本原則になる（the close dependence of 

the territorial sea upon the land domain will always be the essential principle）としている24。ただ

しこの論文は直線基線を引く条件を明らかにしておらず、中国がスプラトリー諸島やその

他の島に直線基線を引くことができるかも検討していない。 

これに対して 2013 年の、洪农（HONG Nong）、李建伟（LI Jianwei）、陈平平（CHEN Pingping）

の論文は、沿岸国の要請とその地域の利用国の要請、及び群島国と大陸国の要請の均衡を

図った上で、スプラトリー諸島を含めた、海洋中の群島について直線基線を引くことを主

張する25。この論文は 1920 年代以降群島水域の扱いについて歴史を遡り、国連海洋法条約

第 4 部の起草過程を辿る。そして、起草過程では確かに独立の群島国についてのみ群島水

域レジームが妥当することが確認されたことを述べる26。しかし、著者らは第 3 次国連海

洋法会議を通じて海洋中の群島水域の外縁に基線を引くことができるかについて見解が分
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かれており、特に前述した国家実行をあげる。そこで、中国がパラセル諸島、尖閣諸島に

基線を引いたことは正当化されるといい、また、スプラトリー諸島に基線を引くことも許

容されうるという。 

これらの議論は一様に、条約の文言が曖昧性を残していること、そして起草過程で見解

が割れていたことを、論拠にしている。これに対して、条約解釈はまず文言に依拠するべ

きであるところ、47条が定める地理的条件は十分に明確であることを示すことは難しくな

いであろう。7条の文言は確かに解釈の幅を残しているが、「海岸線の方向性に沿って」「至

近距離」にあることという要件に不明瞭さはないであろう。起草過程は文言が不明瞭であ

るか明らかに不合理な帰結をもたらす場合の、解釈の補足的手段に過ぎない27。（なお、前

述の李らの論文では、7条の適用基準として歴史的利用や安全保障上の利益も挙げている28。

しかし、基線はもっぱら地理的要因によって引かれるものであり、非地理的要因を挙げる

ことには根拠がないと言わざるを得ない。） 

 

（2）慣習国際法を根拠にする論考 

もう一つの流れが、海洋中の群島水域に関しては国連海洋法条約から離れた慣習国際法

上の制度が成立していると主張するものである。 

2018 年 5月の中国国際法学会が出した『南海仲裁案裁决之批判』（英文版：The South China 

Sea Awards: A Critical Study）では、こちらの立場が取られている。これは中国国際法学会

が著者となり、2016 年 9 月から 2017 年 12月にかけて、60名以上の国際法、国際関係、歴

史、地理学の専門家が結集して執筆した報告書である29。 

この中で「国連海洋法条約においては扱われていないが、国連海洋法条約が採択される

以前に、海洋中の群島水域のレジームは既に確立していた」ことが述べられている30。条約

でこのレジームが扱われていなかったのは、それは起草過程において棚上げされたからで

ある。大陸国はこのレジームを防御しようとしたが、明文化には至らなかった。しかし、

46条 b項が定める、群島の一体性要件が認められれば、このレジームについては十分な国

家実行と法的信念については認められる。そして、スプラトリー諸島についてもこの要件

が満たされるという31。 

同学会の見解以前に、既にこの立場をとる論文が公表されている。すなわち、2014 年の

张华（Zhang Hua，中国国際法学会の上記報告書の協力者）の論文では、海洋中の群島水域

に対する基線は、条約が定める直線基線と群島基線とは異なるものであり、この問題は条

約によっては解決されないという32。また、张によれば米国は「一貫した異議国」であっ

て、それによって慣習法形成が妨げられることはないという。他にも傅崐成（Fu Kuen-chen）
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の 2015 年の論文33と韩雨潇（Han Yuxiao）の 2017 年の論文34が、条約上この問題について

「法の空白」があり（a legal vacuum）、国家実行の蓄積によって、海洋中の群島水域に対す

る基線が条約の外で形成されたと主張している35。 特に韩の論文は、条約がこのような独

立したレジームを形成することを妨げないことを、ICJ の漁業事件（1951 年）に依拠しな

がら論証している36。一般に、慣習国際法があるというためには、広範かつ一貫した国家実

行と法的信念が必要とされるところ、これらの論考では、そのような国家実行が示されて

いないという欠陥があるという37。 

 

３．検討 

ここまで検討したように、海洋中の群島水域を支持する見解は、（1）国連海洋法条約で

は説明がつかない「法の空白」があるということ、もしくは（2）国連海洋法条約から独立

した慣習国際法上の制度が認められることを根拠としている。しかし、ローチが指摘して

いるように、条約の性質上、いずれの主張をも認めることは難しい。 

第一に、国連海洋法条約の「域別規制」は、その性質上網羅的である38。すなわち、全て

の海域は条約が定めているいずれかの海域（内水、領海、EEZ、大陸棚、群島水域、公海、

深海底）に収まるように定義されている。そのように解さなければ、沿岸国の「拡大する

管轄権」（creeping jurisdiction）を許容することになってしまい、それぞれの海域を定義し

た上で、一括受諾方式39をとったことを無意味にする40。この点は、南シナ海仲裁判決でも

指摘されている41。 

確かに、群島水域の創設を促したのは 1970 年代から 1980 年代に多くの島嶼国が独立を

し、その法的地位の向上を求める動きであった。植民地支配時代、宗主国はこれらの島嶼

国の特別な法的地位には関心を払わず、むしろ、それらの島嶼国の局地的な利益よりも、

航行の自由を重視した42。そこでそれに対抗するために、第 3 次国連海洋法会議の際には、

フィジー、モーリシャス、インドネシア、フィリピンが、天然資源の衡平な配分を主張し

て、特別なレジームを創設することを主張した経緯がある。群島水域の制度は、経済発展

と結びついていたといえる43。また、それゆえに大陸本土がある国の島嶼群、すなわち海洋

中の群島水域の制度は、採択されなかったのである44。 

クロフォード（James Crawford）は、群島水域の定義については、それが第 3次国連海洋

法会議のときにその創設を推進した群島国の地理的定義に合うように作られ、まさに海洋

中の群島水域を除外したという点で「恣意的」であるという45。すなわち、これはもっぱら

「特別な状況」を根拠にして、EEZ に匹敵する巨大な水域を作り出したとして、それが「差

別的であり、国際法の形式的平等から逸脱する」ものであるという46。また、この定義が第
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3次国連海洋法会議時の国家実践と適合しないという批判もある47。ただし海洋法制度の中

には、選択的に創設された制度は他にもある48。いずれにしても、条約の起草過程は解釈の

補足的手段に過ぎないから、文言の意義が明らかである場合にはこれらの事情に拠った解

釈はなされるべきではない。 

また、南シナ海仲裁法廷は条約はその採択以前の規範を「上書き」（supersede）する効果

をもたらすと述べている。慣習国際法の成立を主張する論者が依拠しているのは全て条約

採択以前のものであり、古くは 19世紀にまで遡る。これに対して南シナ海仲裁判決では、

中国が主張した歴史的権利を否定するのにあたり、条約はそれと適合しない権利と条約を

上書きする効果を持つこと49、その文言は十分に明瞭であって、補足的手段である起草過

程を検討する必要はない50ことが述べられた。この判示を受け入れるならば、国連海洋法

条約から独立した慣習法を根拠にすることは認められない。 

 

Ⅲ．結語に代えて 

「海洋中の群島水域」概念は、過剰な海洋権益に対する主張の一例に過ぎない。しかし、

この素材は沿岸国のそのような主張に対して国際社会における「法の支配」がどのような

役割を果たしうるのかを示す一例である。 

中央集権的機構を欠く国際社会における「法の支配」は、国内社会におけるそれとは異

なる性格づけがなされる。クロフォードは、国際社会における「法の支配」は（1）法の外

にいる者がいないこと、（2）他者に対して説明責任が果たせるほどには、民主主義的であ

るということ、（3）特に安保理といった、制度化された権威が法の制約に服すること、（4）

国際社会の憲法のようなものが存在すること、（5）社会が治癒できないほど不正ではない

こと、を含意しているという51。そして特に（1）と（2）に関連して、ある国が現状を自国

に有利な形で状況を変更しようとするときに、国際法規則がいかなる役割を果たしうるか

についても多くの議論がある。本稿では次の点を認めることができる52。第一に、法規則は

国際社会が「譲り得ない一線」を現状変更国に示す役割を果たす。第二に、法規則の受諾

や履行、あるいは新規規則の策定について交渉を行うことによって、それらの規則に対す

る現状変更国の戦略的意図を明らかにすることができる。そして、その現状維持国として

は、現状変更国が全般的に国際規則の受諾や履行に積極的な立場を取っていれば協力関係

を拡充し、その規則を拒否し、あるいは違反している国に対しては、それを是正するため

の措置をとるという方針を決めることができる。第三に、国際法は既存の法秩序を否定し

たり確立した法規則に違反したりする現状変更国に対する宥和政策に歯止めをかける役割

を果たす。第四に、各種の国際法規則や規範は、正統な対外行動や国内統治とそうではな
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いものを区別する基準ないし根拠をもたらすので、一定の予測可能性を伴う国際秩序が形

成される契機を生み出す。既存の法規則から逸脱を図る国に対しては、圧力や見返りを示

しながら、その履行をさせる必要がある。他方で規則が不在である争点領域については、

国の利益を踏まえて新しい規則を形成していくことも可能になる。 

地域の大国による海上権益の過剰な主張がなされるとき、関係国は当該国に対して国際

法上確立している「譲れない一線」を示すことが肝要である。本稿で行った検討は、その

一線を示す作業に他ならない。 
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